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は じ め に 

  

わが国において急速な少子化が進むなか、次代の社会を担う子どもが健やかに生ま

れ、育てられる環境の整備を図るため、平成１５年７月に「次世代育成支援対策推進

法（以下、「次世代法」という）」が制定されました。 

この次世代法に基づき、国及び地方公共団体は一事業主としての立場から、職員が

仕事と子育てを両立できるよう、職場環境の整備等を盛り込んだ「特定事業主行動計

画」を策定し、平成１７年度から平成２６年度までの１０年間にわたり、集中的・計

画的な取り組みを推進してきました。 

しかしながら、依然として少子化の流れが続いていることから、次世代育成支援対

策への取り組みをさらに充実させる必要があるとして、次世代法の一部を改正し、有

効期限が令和７年３月３１日までに延長されました。 

また、平成２７年８月に成立した「女性の職業生活における活躍の推進に関する法

律（以下、「女性活躍推進法」という）」に基づき女性活躍推進の基本的な方針が示

され、その具体的な施策について計画を策定することとされました。 

当町におきましては、平成１７年３月に『弟子屈町特定事業主行動計画』（平成１

７年度～平成２６年度）を策定、また、次世代法の一部改正による有効期限の１０年

間の延長及び女性活躍推進法に基づく女性活躍推進計画を盛り込んだ『第２次弟子屈

町特定事業主行動計画 前期計画』（平成２７年度～平成３１年度）を策定し、それぞ

れの計画期間中に様々な次世代育成支援対策等に取り組んできたところです。 

この度、『第２次弟子屈町特定事業主行動計画 前期計画』の計画期間が満了するこ

とから、令和２年４月～令和７年３月までの５年間を計画期間とした後期計画を策定

し、さらなる取り組みを進めることといたしました。 

少子化が進んでいる中、次世代育成支援や女性の活躍の重要性はますます高まって

います。職員誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、家庭や地域生活でも健康で

豊かな生活ができるよう、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）のとれた

職場環境づくりに取り組みます。    

令和２年４月  
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 Ⅰ 総論 

１．目  的 

この計画は、次世代法第７条第１項及び女性活躍推進法第７条第１項の規定に基

づく行動計画策定指針に掲げられた基本的視点を踏まえつつ、職場及び家庭におい

て子育ての意義についての理解が深められ、仕事も家庭も大切にしながら働くこと

のできる仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現、女性の職業生活

における活躍を迅速かつ重点的に推進し、以って男女の人権が尊重され、かつ急速

な少子高齢化社会の進展、その他社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある

社会の実現を図るため、職員の要望に即した次世代育成支援対策を計画的かつ着実

に推進することを目的とします。  

  

２．計画期間 

次世代法は、令和７年３月までの時限法です。国が定めた「行動計画策定指針」

では計画期間は２年から５年間程度に区切るとされています。 

本町では、前期計画期間（平成２７年度から平成３１年度）の実施状況を踏まえ

て、令和２年度から令和６年度までの５年間を後期計画期間とします。 

  

３．計画の推進体制 

   計画の効果的な実施にあたり、各部局における安全管理担当者を構成員とした弟

子屈町特定事業主行動計画策定推進委員会を中心として、次世代育成支援対策に関

する職員研修や情報提供を実施し、行動計画内容の周知や啓発を行います。  

なお、本計画は、委員会において年度ごとの計画実施状況を監査・点検し、必要

に応じて計画の見直しなどを行います。｢行動計画｣の内容を変更すべき著しい社会

経済情勢等の変化があった場合には見直し時期の到来を待つことなく計画を見直し

ます。  

 



Ⅱ 具体的な内容 

１．職員の勤務環境の整備に関するもの 

（１）職員に対する制度等の周知 

 母性保護、育児休暇、特別休暇及び超過勤務の制限などの各種制度について

理解を深めるため、この行動計画を職員に幅広く周知します。 

 庁内イントラネット等を通じて次世代育成支援対策の制度内容や活用のあ

り方などに関する最新情報等を職員に提供します。  

 初任者研修等の職員研修を通じて｢仕事と家庭の両立支援｣についての啓発

を行います。 

 各種制度を利用しやすい雰囲気作りを推進し、職員が具体的な行動へ移すた

めの意識高揚を図ります。 

 

（２）妊娠中及び出産後における配慮 

 母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度に

ついて、さらに周知を図ります。  

 該当職員の状況に応じて、事務分担等に配慮を図ります。  

 弟子屈町職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１３年弟子屈町条例第

３号）及び規則(平成１３年弟子屈町規則第１０号)によって定められている

深夜勤務及び時間外勤務の制限、業務軽減、妊娠中の職員の通勤時間緩和、

保育（授乳等）時間など制度の適切な利用を促進します。  

  

（３）育児休業を取得しやすい環境の整備等 

ア 育児休業及び部分休業制度等の周知  

 育児休業等に関する資料を管理職や職員に通知・配布し、制度を周知する

とともに､特に男性職員が育児休業等を取得しやすい職場の雰囲気づくり

に努めます。 

 希望する職員に対し、個別に育児休業等の制度・手続について説明を行い

ます。 

 研修等において、育児休業制度等の制度説明を行います。 

 職場内の人員配置等によって、育児休業等を取得しようとする職員の業務

を遂行することが困難なときは、任期付採用及び臨時的任用制度の活用に

よる適切な代替要員の確保を図ります。 

 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）を受け、

職員の育児休業等に関する条例(平成４年弟子屈町条例第１５号)において

昇給などが定められていますが、育児休業の内容の改善については、国の

動向を見守りつつ、処遇面での不安解消に向けて今後検討を進めることと



します。 

イ 育児休業からの円滑な職場復帰  

 育児休業中の職員に対して、休業期間中の広報誌や通達等の送付を行いま

す。 

 育児休業後においても課内業務分担等を検討し、復帰職員の仕事と子育て

について職場全体での支援を図ります。 

 育児休業からの円滑な職場復帰のため、各課等から当該職員の担当業務に

係る情報や、勤務条件の変更等に係る情報を必要に応じて提供します。 

  

～目標～ 

育児休業等の取得率を男性職員２０％ 、女性職員１００％ とします。 

 

 

（４）育児等を行う職員への早出遅出勤務の適用 

 小学校就学の始期に達するまでの子の育児を行う職員へ、公務の運営に支障

がない範囲で早出遅出勤務を推奨し、公務能率の向上と福祉の増進を図りま

す。  

  

（５）男性職員の育児参加のための特別休暇の推進 

 男性職員の育児参加のための特別休暇（配偶者出産休暇、子の看護のための

休暇等）について制度の周知を図るとともに、特別休暇及び年次休暇の取得

を推進し、男性職員が育児に参加しやすい環境の整備に努めます。  

   

（６）事務の簡素合理化の推進 

 事務の簡素合理化について、業務量そのものを見直し、ＯＡ化の計画的な推

進による事務の効率化、外部委託による事務の簡素化、事務処理体制の見直

しによる適正な人員の配置及び年間を通じた業務量の平準化など更なる取

組を推進します。  

      

（７）超過勤務の縮減 

 毎週水曜日をノー残業デーとし、電子メールによる呼びかけを行います。  

 各所属長は、定時退庁を率先して行い、特にノー残業デーにおける時間外勤

務については、その緊急性、必要性について十分検討して行います。  

 小学校就学始期に達するまでの子どもがいる職員の深夜勤務及び超過勤務

制限について、制度の周知を図ります。  

 計画的な事務管理により、超過勤務の減少を図ります。  

 人事担当は、各職場の超過勤務の状況及び超過勤務が特に多い職員の状況を



把握して管理職等に報告し、管理職等の超過勤務に関する認識の徹底を図り

ます。 

 管理職等に対し、定時退庁を所属職員に促すよう周知・指導し、全職員が退

庁しやすい職場の雰囲気づくりに努めます。 

～目標～ 

各職員の１年間の超過勤務時間数については、６０時間以内に収めるよう努めま

す。 

 

 

（８）休暇取得の促進 

 職員が年間の年次有給休暇取得目標日数を設定し、その確実な実行を図りま

す。 

 人事・労務管理を徹底し、休暇の取得促進に向けた職場の意識改革を行いま

す。 

 安心して職員が年次休暇の取得ができるよう、業務において相互応援ができ

る体制を整備します。  

 国民の祝日や夏季休暇とあわせた連続休暇の取得促進を図ります。  

 子どもの看護休暇等の特別休暇を周知するとともに、取得しやすい雰囲気づ

くりに努め、職場全体での支援体制を整備します。 

～目標～ 

全職員が、年次有給休暇１０日以上取得することを目標とします。 

 

（９）職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組 

本町が定める「ハラスメントの防止等に関する指針」に基づき、職場における

ハラスメントに該当する行為を禁止し、その防止に努めます。 

 職員研修等を通じた意識啓発によるハラスメントの防止をお互いに信頼し、

個性や能力を活かした男女共同参加社会を築いていきます。 

 本町が定める「ハラスメントの防止等に関する指針」に基づき、職員の意識

啓発のため、全職員を対象とした研修会を開催します。 

 

（10）職場における禁煙対策を推進し、健康に配慮した措置を講じます。 

 



２．その他の次世代育成支援対策に関する事項 

（１）子育てバリアフリー 

 子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切な応接対応等、ソフト

面でのバリアフリーの取組を推進します。  

 

（２）子ども・子育てに関する地域貢献活動 

 子どもが参加する学習会等の行事において、職員が専門分野を活かした指導

を実施するよう努めます。 

 運転免許証所持者が、交通安全講習会の実施や専門機関等による安全運転に

関する研修へ参加しやすいように配慮します。 

 子どもを安全な環境で安心して育てることができるよう、地域住民の自主的

な防犯活動や少年非行防止、立ち直り支援の活動等への職員の積極的な参加

を支援します。 

（３）子どもとふれあう機会の充実 

 子どもたちの職場見学・体験を積極的に支援します。  

（４）学習機会の提供等による家庭の教育力の向上 

 職員に対し、家庭における子育てやしつけなど家庭教育に関する研修会等の

情報提供を行います。  

  

３．女性活躍推進法に関する事項 

（１）女性採用比率の向上  

 女性が活躍できる職業・職場であることをＰＲします。 

 新規採用者について、これまで以上に男女間で偏りがないように努めます。 

～目標～ 

採用試験からの採用者に占める女性の割合について、３０％以上とするよう努めま

す。 

 

（２）女性職員の管理職登用推進 

 女性職員の能力開発や意識向上を図るとともに、キャリア形成を意識した人

員配置に努め、管理職ポストに女性職員を登用するよう努めます。 

 人事管理にあたっては、職員の意欲と能力の把握に努め、女性職員の管理職

登用を推進するとともに、男女間で偏りがないよう配慮します。 

～目標～ 

管理職に占める女性の割合が２０％程度となることを目標とします。 

 


